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 帝国データバンク四日市支店は、2024年 1－12月に発生した三重県内企業の休廃業・解散動向

について調査・分析を行った。 

 

 三重県内企業 「休廃業・解散」 動向調査（2024 年） 

県内企業の休廃業・解散、2 年連続増加 
2024 年は 743 件、前年比 8.6％増 

 

調査結果（要旨） 
1. 2024年の休廃業・解散は 743件、前年比 8.6％増 

2. 「黒字」休廃業の割合 47.0％に減少 「資産超過」休廃業の割合 64.3％に上昇 

3. 休廃業企業の経営者年齢、平均 69.7歳 

4. 4業種で増加 非営利団体や診療所を含むサービス業の廃業が目立つ 

5. すべての都道府県で前年から「増加」 三重県の発生率は 38番目 

6. 県内 15市郡で増加 増加率は「木曽岬町（桑名郡）」が最も高い 

 

損益環境の悪化に伴う「あきらめ廃業」加速に懸念 

■ 帝国データバンクが調査・保有する企業データベースのほか、各種法人データベースを基に集計 
■ 「休廃業・解散企業」とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取らずに企業活動が停止した状態の確認（休廃業）、もしく 

  は商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称 
■ 調査時点での休廃業・解散状態を確認したもので、将来的な企業活動の再開を否定するものではない。また、休廃業・解散後に法的 

整理へ移行した場合は、倒産件数として再集計する場合もある 

[注] Ｘ年の休廃業・解散率＝X 年の休廃業・解散件数/（X-1）年 12 月時点企業数 

三重県内企業 
「休廃業・解散」件数 推移           「資産超過型」／「黒字」 

(2016年～)                  休廃業割合 推移 
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2024 年の県内休廃業・解散は 743 件、前年比 8.6％増 

 2024年に休業・廃業、解散を行った三重県内企業（個人事業主を含む、以下「休廃業」）は 743

件となり、4年ぶりの増加となった前年に続き、2年連続で増加した。このうち、保有資産の総額

が債務を上回る状態で休廃業した件数＝「資産超過型」の割合は 64.3％を占め、前年から 8pt 上

昇した。また、休廃業する直前期の決算で当期純利益が「黒字」だった割合は 47.0％となり、前

年から 6.7pt減少し集計を開始した 2016年以降で過去最低を更新した。 

 この結果、「黒字」かつ「資産超過」状態での休廃業が判明した企業の割合は全体の 12.9％とな

った。2024 年の休廃業・解散動向は総じて、ポストコロナにより同業者間の競争が正常化する一

方で、長びくコスト上昇によって直近の損益が悪化した企業が多い点が特徴となる。 

 さらに、県内企業全体に対する休廃業件数の割合から、年間で 3.39％の企業が市場から退出・

消滅した計算となった。また、休廃業した企業の雇用人数（正社員）は少なくとも累計 1224人に

および、前年（693人）から約 531人増加した。すべての雇用機会が消失したものではないが、経

営者を除く約 1200人の従業員が転退職を迫られた計算となる。消失した売上高の合計は 192億円

に上り、前年（164億円）から増加した。 

 2020年から 22年にかけて、企業の休廃業は持続化給付金や雇用調整助成金など「給付」による

手厚い資金繰り支援策が功を奏し、コロナ禍の厳しい経営環境下でも抑制された水準で推移して

きた。しかし、2023 年以降はこれらの支援策は徐々に縮小されたほか、電気代などエネルギー価

格をはじめとした物価高、人手不足問題やそれに伴う人件費負担の増加など四重・五重の経営課

題が押し寄せた。こうした厳しい事業環境のなかで、官民による廃業支援が充実してきたことも

背景に、手元資金などで余裕があるうちに会社を畳んだ「あきらめ廃業」が増加した。また、当初

は廃業を目指していたものの、想定外の環境変化で負債が増加し、返済原資が確保できなくなっ

たことで破産などの「ハードランディング」を選択せざるを得なかった企業も少なくないとみら

れる。 

三重県内企業 「休廃業・解散」動向 推移 
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代表者年代別：休廃業企業の経営者年齢、平均 69.7 歳 

 休廃業時の経営者年齢平均は 69.7 歳と前年

より 1.6歳低下した。ピーク年齢も 75歳と

前年から 1歳低下した。 

 年代別では「70 代」が全年代で最多の

41.6％で前年比 2.0pt 増。次いで「60 代」

（24.7％）、「80代以上」（16.6％）で続いた。 

 また、「50代」（12.2％）、「40代」（4.4％）

でも前年から割合が上昇するなど、現役世

代でも市場からの退出を決断した企業が増

加した。 

 

 

業種別：4 業種で増加 非営利団体や診療所を含むサービス業の廃業が目立つ 

 業種別では、最も件数が多いのは「サービス業」

（125件）で非営利団体や診療所、設計・デザ

イン、自動車整備など多岐に亘るが、前年か

らの増加数が 44 件（54.3pt 増）と最も高か

った。 

 次いで「建設業」（101 件）、「小売業」（55

件）、「製造業」（50件）が続いた。 

 また、「不動産業」（20件）も前年から増加

した。 

 

 業種を詳細にみると、最も数が多かったのが

「土木工事業」で 23件と前年から 10件（76.9pt

増）の増加。次いで NPO 法人や組合などの「非

営利団体」が 21件、「木造建築工事業」15件、

「無床診療所」11 件、「一般管工事業」10 件が

上位に続いた。 

 建設業は、ひとり親方などといった代表の高

齢化が課題となっているほか、小規模の医院・

診療所では後継者難に伴う廃業も目立ってきて

いる。 

 

代表者年代別 休廃業・解散（割合） 

業種別 休廃業・解散件数 

業種詳細 件数上位 
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 さらに、業種詳細の母数から算出した休廃業解散

の発生率について、上位では、「事業協同組合」

（4.85％）、「非営利団体」（4.23％）、「経営コン

サルタント業」（3.64％）、「土木建築サービス業」

（3.63％）、「婦人子供服小売業」（3.60％）が続

いた。 

 「事業協同組合」では共同事業の利用率の低下

や加入メリットの享受、競争力向上の差別化に

課題を抱えるケースが多い。また「非営利団体」

でも目的とする事業の成否や活動そのものの担

い手不足などが影響していると考えられる。 

 

 

参考・都道府県別：全ての都道府県で前年から「増加」 三重県の発生率は 38 番目 

 都道府県別の発生状況では、すべての都道府県で前年から増加した。件数ベースで最も多いの

は「東京都」の 1万 5126件で全国唯一の 1万件超え。次いで「神奈川県」（4416件）、「大阪府」

（4400 件）、「愛知県」（3886 件）と続いた。全国で 1000 件を超えた都道府県は合わせて 19 を数

え、前年から 5 県増加した。企業数と比例して休廃業数も多い大都市圏の発生が目立つ一方で、

「宮城県」「栃木県」「岐阜県」など、調

査開始以降で初めて 1000 件台を記録し

た県もみられた。最も発生が

少なかったのは「佐賀県」（314

件）だった。 

 前年から最も増加した都道

府県は「秋田県」で、前年比

58.4％の増加となった。「熊本

県」（50.9％増）と合わせて、

前年比 1.5 倍を超えたのは 2

県のみだった。 

 発生率を表す「休廃業・解散

率」では、最も高いのが「東京

都」の 7.71％で、全国で唯一

7％を超えた。最も発生率が低いのは「佐賀県」（2.64％）だった。なお、三重県の発生件数（743

件）は 24番目、発生率（3.39％）は 38番目だった。 

（※県別の件数表は最終頁に） 

業種詳細 休廃業・解散率上位 

都道府県別 前年比増減率・ 
休廃業・解散発生率 上位 
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市郡別：県内 15 市郡で増加 増加率は木曽岬町（桑名郡）が最も高い 

 県内の市郡別では、件数は四日市市が 136件で最も多く、前年より件数で 9件（7.1pt）増と

なった。次いで津市 107件、松阪市 74件、鈴鹿市 65件と続いた。また、三重県全 21の市郡の

うち 15の市郡が前年から増加しており、増加率では亀山市 7件→17件（142.9pt増･+10件）が

最も高く、熊野市 4件→9件（125pt増･+5件）鳥羽市 7件→14件（100pt増･+7件）が続いた。 

 各企業数に対する発生率は、桑名郡（木曽岬町：7件）6.73％が最も高く、鳥羽市（14件）

4.88％、南牟婁郡（10件）4.44％が続いた。 

 

 

今後の見通し 

損益環境の悪化に伴う「あきらめ廃業」の加速に懸念 

 県内企業の 2024年休廃業は 743件に増加し、4年ぶりに 700件超えとなった。「黒字休廃業」が

過去最低にとどまったことや前年に続いて高止まりを示した県内企業倒産（法的整理）数を踏ま

えると、各種仕入れ価格の高騰に加えて人手不足や人件費の上昇など企業を取り巻く損益環境の

悪化から「あきらめ廃業」の増加が拡がっている可能性がある。加えて、70 代以上の高齢経営者

による休廃業・解散が 6 割近くを占めるなど、休廃業の現場における高齢化が一段と進行してい

三重県内企業 市郡別 休廃業・解散の状況 
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 資料のお問い合わせ先 

株式会社帝国データバンク 四日市支店 
      担当：服部 TEL 059-353-3411 FAX 059-353-4109 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用

を超えた複製および転載を固く禁じます。 

る点が特徴といえる。 

 三重県は、中京・近畿の 2 大経済圏に接し、大手メーカーなどを頂点とするサプライチェーン

に組み込まれた企業が多く、さらに後継者の決定率が全国都道府県別で最も高いことが特徴とし

てあげられるものの、特に中小企業の経営環境が厳しさを増すなかで「事業継続」か「円満な廃

業」か、先を見据えた経営判断を求められる機会が増えるであろう。 

 環境面として「経営者保証に関するガイドライン」の改定をはじめとした各種廃業支援による

市場環境の整備と同時に、取引先の突然の廃業を未然に防ぐ「サプライチェーン事業承継」とい

った考え方の導入など、高まる連鎖廃業・連鎖倒産のリスクをいかに軽減するかといった取り組

みも進んでおり、事業承継や M&A など活用したハードランディング（倒産）の抑制にも注目が集

まる。 

（参考） 都道府県別 休廃業・解散件数（2024年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


